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論文の内容の要旨
冷戦が終結した 1990年代初頭以降、東アジアでは多層的に地域主義の制度化が進んだ。それは冷戦後の
グローバル化が進展するなかで、市場自由化や新しい地域安全保障の制度的枠組み構築が必要になったから
であり、そうした東アジアの地域主義の制度化において中心に位置したのがASEANであった。とくに、地
域的な市場自由化を促進するうえで契機となったのは、 1991年以降ASEAN内で急速に進展したASEAN自
由貿易地域 (ASEANFre Trade Area:AFTA)であり、 1997-98年のアジア通貨危機後は、その枠組みを拡
大する形でASEANとそれぞれ中間、日本、韓国との間でも FTA交渉が行われ、それがASEANプラス 3の
実質的な市場自由化交渉の場となった。
こうした 1990年代以降のAFTA交渉が当時のタイ政府のイニシアチブで始動したことは既知のことであ
るが、実際にどのような政治経済的背景で 1990年代初頭にタイ政府がAFTA交渉のイニチアチブをとるよ
うになったのか、それはどのような制度的特徴を備えていたか、また他のASEAN主要毘とのAFTA交渉は
どのように行われたのかについては、情報の開示も乏しく、タイの資料へのアクセスや言語的な制約もあり、
これまで日本国内外を関わず、ほとんど研究がなされてこなかった。
本論文は、 1991年から 2006年のタクシン政権期までを対象に、 ASEANの経済的地域主義の制度化に向
けたタイの政策展開を、政府の政策決定者と主要なビジネス団体や業界指導者層との「連携Jという観点か
ら、その制度的な関係性の変化を丹念な情報収集により実証的に分析している。それらの分析を通して、著
者は、 AFTA形成に向けたタイ政府の態度の変化は、それぞれの政権下での政治指導者層とピジネス団体と
の「連携jの性質の変化によって説明できると論じている。本論文では、この議論をまずAFTA形成の経
緯を対象に実証的に検討し、次に、タイと中国、日本、韓国とのそれぞれ二国間FTA交渉に敷桁して検証
して、タイの政治エリートと企業団体との f連携Jの性質による対応の変化という点では、 ASEANプラス
3の交渉はAFTA交渉の延長として理解できると論じている。さらに、それをふまえて、欧州の経験に基づ
いて地域主義理論が提示する市場統合の理論や新機能主義は、タイの場合にはそれらが想定するような展開
は見られないことを指摘して、欧州中心型の経済地域主義の理論では、 AFTAの展開はうまく説明できず、
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むしろ政治と経済エリートの「連携jモデルのほうが実際の展開をよく説明できると論じている。
本論文は、序章と終章を含めて全7章から構成されている。
第l章は序章であり、本論文の問題設定が述べられた後、 1990年代以降のタイの経済地域主義に対する
政策の変化は、国家中心的なアプローチでも市場志向的アプローチでも十分に説明できない面があり、むし
ろ政府と企業団体との「連携Jアプローチでとらえるべきであるという仮説が提示されている。
第2章は、経済地域主義に関する先行研究の議論を整理しており、とくに AFTAに関するタイ国内外の
先行研究について批判的に議論を整理している。そこで、著者はこれまでの議論では政治と経済の接点が有
機的に捉えられていないと批判して、政治エリートと官僚と業界団体との「連携Jの性質に焦点を当てる必
要があると強調している。これら三者の経済地域主義に対する認識、権力配分状況、および交渉過程を分析
するために、著者はそれぞれの政権ごとに、法的枠組み、権力構造、政策決定過程および交渉方式の特徴と
いう 4つの要因についての分析枠組を提示している。こうした視点に基づいて、著者は政府と企業団体との
「連携Jが経済的地域主義を促進するうえで主要な役割を果たしているという仮説を提示している c
この後に続く 3つの章は、 1991年から 2006年までを 3つの時期に分けて、それぞれの時期を対象に上記
の分枠枠組に基づいて、実証的な分析を展開している。その分析の対象は、タイの商業省を中心に財務省、
外務省、工業省等の関係省庁と、タイ商工会議所やタイ工業連盟などのビジネス団体からパーム油、にんに
く、鶏肉や砂糖、米生産者等タイの市場自由化に賛成か反対と明瞭に立場が分かれる業界団体まで、幅広く
かっ継続的に分析対象としている。
第3章は、 1991年から 97年までの時期で、著者はこの時期をタイの経済的地域主義に対する第一段階と
とらえている。この第一段階の初期にあたる 1991~ 92年はクーデタ直後の軍が擁立した暫定政権の時期で
あり、その強い決定権限によって AFTAへの先駆者的な関与を始めることを決定し、地域的な貿易自由化
を積極的に進める政策に着手した。しかし、その後 1992~ 97年の時期は連立政権が成立して、パーム池や
石油化学製品分野のごとく競争力の低い分野に関して関税引き下げに対する抵抗が強くなり、経済地域主義
への姿勢は後退した。
第4章は、 1997年から 2001年までの時期を対象としており、著者はこれを第二段階ととらえている。こ
の章では、政府と民間部門の関係が変化したことにより、タイの AFTAへの関与も変化したことが示され
ている。著者は、通貨危機前までのチュアン政権は AFTA政策に関して、それ以前より後退していたが、
通貨危機後は政策路線が変化して、次第に AFTAおよびASEANプラス 3への関与を強めていったと論じて
いる。
第5章は、 2001年から 2006年までの時期を対象としており、著者はこれを第三段階ととらえている。こ
の章は、タクシン政権下での AFTAおよびASEANプラス 3に関する政策変化を分析して、それらの政策決
定がタクシン首相を頂点とするトップ・ダウン型の政策決定プロセスのなかで形成されたことを実証的に論
じている。
第6章では、上記の 3つの章によって実証されたタイの国家と民間部門との連携について、時系列的な比
較分析を行い、それぞれの性質の推移を規定した要因を分析している。また、こうしたタイ国内の連携の性
質の変化によって、東アジアの経済地域主義に対するタイの政策的関与がどのように推移したかを論じてい
る。それにより、この章では、 1990年代以降東アジアでは経済地域主義の制度化が進み、経済統合への深
化が進んで、いるように見えるものの、その実際のプロセスは、タイの経済地域主義に対する政策という観点
から見ると、経済統合理論が想定するような直線的な進展をたとeったわけではなく、新機能主義的な仮説に
該当する統合プロセスも見られないと論じている。
第7章は終章である。ここで、著者は、 AFTAおよびASEANプラス 3の交渉において、タイの国家と民
間部門との連携が、それぞれの交渉に対するタイの政策形成にどのような関連性をもったかについて総括し
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ている。そして、東アジアにおける経済地域主義の進展に対するタイの政策と交渉過程は、欧州の歴史的経
験に基づいて発展してきた経済統合理論の想定では説明できないものであり、むしろ国内の「連携Jアプロー
チを用いることで、より的確に理解することができると論じている。
審査の結果の要旨
本論文はタイの AFTAに対する政策形成とその交渉の展開について、 1990年代初頭から 2006年までの時
期を三つの段階に分けて、それぞれの段階におけるタイの政府と業界団体との「連携jという観点から分析
している。本論文は分析の焦点を、それぞれの政権下の法的枠組、権力構造、政策決定過程および交渉方式
の特徴という 4つの点に絞り、その分析の対象はタイ政府の関係省庁の政策決定者の認識や政策決定過程か
ら、財界や産業別業者団体など利益の異なる民間部門の態度の推移にまで及んで、いる。また、そうした綴密
で大きな分析枠組のなかで、分析に必要な資料や情報の多くは、著者がタイ商業省の文書や AFTA交渉の
参加者へのインタビューで得たものであり、これは著者が本学大学院博士課程に入学する前までタイ商業省
で勤務していた経歴が活用されたと成果だともいえる。また、タイの新聞で報道された政府関係者の発言等
も丹念に整理され、言及されている。
しかし、本論文は情報やデータに独自性があるだけでなく、 AFTAに関する政治経済学的な観点からの精
綴な分析枠組を提示している点で理論的な独創性も十分に認められる。また、 ASEANプラス 3の交渉も、
タイ政府の交渉からみれば、 AFTAを展開したタイ国内の政府と業界団体との「連携jの制度的な延長とし
て、タイと中国、日本、韓国との FTA交渉の総和としてとらえている。これは必ずしも ASEANプラス 3
の全体像をとらえているとは言えないが、自本で理解されている ASEANプラス 3とは、様相が異なる捉え
かたいである点で興味深い。
さらに、本論文は 1990年代からタクシン政権期までの長期にわたる実証的な議論をふまえて、 AFTA形
成の過程は、欧州の経済統合論や地域統合理論で提示された仮説がそのままでは適用できないと論じている。
本論文は、欧州中心の地域主義に対する批判的な議論を AFTAの展開におけるタイの観点から実証的に
展開している点で、理論的な挑戦を試みていると同時に、実証的にはタイの文献や政策過程に重接関与した
当事者たちへのインタビューに基づく詳細な検証を展開している。その分析枠組みは論理的に明快であり、
独創性と説得力に富む。総じて、本論文は、優れた水準の博士論文であり、独自の学術的貢献が認められる。
平成 24年 1月1日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、本論
文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。審議の結果、審査委員全員一致で
合格と判定した。
上記の論文審査及び最終試験の結果に基づき、著者は博士(国際公共政策)の学位を受けるに十分な資格
を有しているものと認めるD
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